
ＩＳＯ／ＴＣ２０７と環境監査管理制度の動向
（欧州）

ＩＳＯ（国際標準化機構、本部：ジュネーブ）における環境マネジメントに関する技術委

員会（ＴＣ２０７）では、９６年のＩＳＯ１４００１制定後、環境ラベル、ライフサイクルアセスメン

トなどについての規格策定作業が進められた。２０００年６月にはストックホルムで第８回総

会が開催され、各規格の開発はほぼ一段落し、新たな段階に入ったといえよう。

他方、欧州環境管理監査制度（ＥＭＡＳ）は、９３年に制定されたＥＵの理事会規則

（ＣｏｕｎｃｉｌＲｅｇｕｌａｔｉｏｎ）を拠り所としているが、その６年間以上におよぶ実施経験を踏

まえ、欧州域内に飛躍的に浸透しつつある。ＥＭＡＳは９６年７月末で１４２事業所であったも

のが、２０００年５月末では２，８９１事業所と２０倍以上に拡大し、この１年間で約４００事業所が新

たに登録された。一方で、本制度はＩＳＯ１４０００シリーズなどの制度、規格との整合性の確

保を目的として、現在、改正のあり方が議論されている。

環境関連の管理規格の動向は、欧州域内外の貿易などを通じて、個別の企業活動に大き

く影響するとともに、市場の動向にも影響を与えうる重要な論点である。本レポートでは、

最近の環境管理関連規格および環境ラベルの動向について、ＩＳＯ／ＴＣ２０７および欧州の

ＥＭＡＳを中心に概説する。
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（１）ＩＳＯ１４０００シリーズとは

国際標準化機構（ＩＳＯ）では、環境管理分

野における国際標準化を行うために、９３年２

月、環境マネジメントに関する技術委員会

（ＴＣ２０７）を設置した。ＴＣ２０７は、環境マネ

ジメントシステム、環境監査、環境ラベル、

環境パフォーマンス評価、ライフサイクルア

セスメントといった環境管理分野での国際規

格の作成を目的としており、その一連の国際

規格番号に１４０００～１４１００を用いることとして

いる。そのため、「ＩＳＯ９０００シリーズ」と同

様に、そこで作成される国際規格は「ＩＳＯ

１４０００シリーズ」と総称されている。

図１に示すように、ＴＣ２０７には、６つの分

科会（ＳＣ；Ｓｕｂ－Ｃｏｍｍｉｔｔｅｅ）がおかれて

おり、９６年秋に環境マネジメントシステム規

格ＩＳＯ１４００１，１４００４、環境監査規格ＩＳＯ１４０１

０，１４０１１，１４０１２が制定され、また、その後

の活動で環境ラベル、およびその基礎となる

ライフサイクルアセスメント（ＬＣＡ）関連

の規格が整備されつつある。９９年５～６月に

第７回総会がソウルにて開催され、これまで

制定されてきた規格の見直しや統合が議論さ

れた。一方で新たな規格についても主なもの

の検討を終え、環境管理に関する第一段階の

規格開発はほぼ一巡した。これを受け、本年

の第８回総会では、新たなステップとして、

ＩＳＯ１４００１の改正作業の着手などが決議され

た。

（２）第８回ＴＣ２０７総会の結果とＩＳＯ１４０００

シリーズ規格の進捗状況

２０００年６月１１日から１８日の８日間の日程で、

ＩＳＯ／ＴＣ２０７第８回総会がスウェーデンのス

トックホルムで開催された。環境問題への積

極的な取り組みで名高い北欧、ストックホル

ムにおいて開催されたＴＣ２０７の総会は、前回

１．ＩＳＯ／ＴＣ２０７における環境管理シ

ステム規格制定の状況

のソウル総会の５３ヵ国を上回る、５７ヵ国の参

加国、６００名を超える参加者を得て過去最大

となった。日本からも、ＴＣ２０７国内委員会副

委員長の石谷久東大教授、吉澤正筑波大教授

をはじめとして、官庁および産業界などから

計２５人の産学官のエキスパート、オブザー

バーが参加した。

【これまでの総会実績】

第１回 トロント（カナダ） ２６ヵ国２００人

第２回 ゴールドコースト（オーストラリア）

２８ヵ国３００人

第３回 オスロ（ノルウェー）４４ヵ国５００人

第４回 リオデジャネイロ（ブラジル）

４５ヵ国４３０人

第５回 京都 ４９ヵ国４８２人

第６回 サンフランシスコ（米国）

５１ヵ国５３５人

第７回 ソウル（韓国） ５５ヵ国４９４人

第８回 ストックホルム（スウェーデン）

５７ヵ国６００人

今回の総会においては、既に規格が発行さ

れている環境マネジメントシステム（ＳＣ

１）などについて見直しや規格統合の議論が

進められ、改正作業の開始が決議された。環

境パフォーマンス評価（ＳＣ４）関連では、

環境レポーティングの規格化が議論され、ス

ウェーデンから新作業項目提案を行う意志が

表明された。

なお、ＴＣ２０７全体としての規格の策定状況

は、表１のとおりである。

また、今次総会においては、サンフランシ

スコ総会、ソウル総会に引き続き、各分科会

（ＳＣ）と並行して数多くのワークグループ

が開催されている。これは、９７年の京都総会

で京都ステートメントとして採択された戦略

ポリシーステートメント（規格作成方針の明

確化、ＩＳＯ９０００シリーズなど他の関連規格と

の整合性、関係者とのコミュニケーションの
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図１ ＴＣ２０７（環境管理）の審議体制

ＩＳＯ／ＴＭＢ（技術管理評議会）

ＳＣ１（環境マネジメントシステム）

ＳＣ２（環境監査）

ＳＣ３（環境ラベル）

ＳＣ４（環境パフォーマンス評価）

ＳＣ５（ライフサイクルアセスメント）

ＳＣ６（用語と定義）

ＷＧ１（製品規格）

ＷＧ２（森林）

ＷＧ３（環境適合設計）

システム

監 査

用 語

ＳＣ１（概念と用語）

ＳＣ２（品質システム）

ＳＣ３（支援技術）

（ＴＣ２０７における各ＳＣ：ＳｕｂＣｏｍｍｉｔｔｅｅの概要）
ＳＣ１ 環境マネジメントシステム（ＥＭＳ：ＥｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌＭａｎａｇｅｍｅｎｔＳｙｓｔｅｍ）

環境に関する組織の方針を定め、それを実行していくためのシステムにかかわる規格。具体的には、
環境方針の設定、責任体制の整備、自己の環境影響把握、環境行動目標の設定、目標達成計画と実行
マニュアルなどの設定からなる。

ＳＣ２ 環境監査（ＥＡ：ＥｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌＡｕｄｉｔ）
環境監査の一般原則に関する規格のほか、監査を実施するための手順にかかわる基準、環境監査実施
者の資格要件及び環境監査計画に関する規格からなる。

ＳＣ３ 環境ラベル（ＥＬ：ＥｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌＬａｂｅｌｉｎｇ）
消費者・利用者の選択という市場原理を利用し、類似の商品群から環境に配慮した商品に優先度を与
えることを目的として、そのための基準を定めるもの。

ＳＣ４ 環境パフォーマンス評価（ＥＰＥ：ＥｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌＰｅｒｆｏｒｍａｎｃｅＥｖａｌｕａｔｉｏｎ）
組織の環境行動、実績を定性的・定量的パラメーターを使って評価する手法に関する規格。

ＳＣ５ ライフサイクルアセスメント（ＬＣＡ：ＬｉｆｅＣｙｃｌｅＡｓｓｅｓｓｍｅｎｔ）
製品の環境負荷を、原料調達段階から廃棄に至る各段階毎に分析し、製品の環境負荷改善を目的とす
る手法のための規格。

ＳＣ６ 用語及び定義（Ｔ＆Ｄ：ＴｅｒｍｓａｎｄＤｅｆｉｎｉｔｉｏｎ）

ＴＣ２０７ ＴＣ１７６／ＴＣ２０７調整グループ ＴＣ１７６

強化、ＩＳＯ１４０００シリーズの的確な運用、環

境規制、国際貿易等との関係配慮など）で示

された関係者に対する信頼性と透明性の確保

に向け実施されたものである。

具体的には、「ＮＧＯコンタクトグループ」、

「途上国コンタクトグループ」、「気候変動タ

スクフォース」、「１４０００サクセスフル環境事

業のためのツールボックスワークショップ」

等が開催され、それぞれ事例紹介など活発な

活動が行われた。
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表１ ＩＳＯ１４０００シリーズ規格の制定状況

分科会名 規格番号 規 格 名 称 進捗状況

ＳＣ１ ＩＳ １４００１
ＩＳ １４００４

環境マネジメントシステム－仕様および利用の手引き
環境マネジメントシステム－原則、システムおよび支援
技法の一般指針

９６．９．１発行
９６．９．１発行

ＳＣ２ ＩＳ １４０１０
ＩＳ １４０１１
ＩＳ １４０１２
ＣＤ１９０１１
ＤＩＳ１４０１５

環境監査の指針－一般指針
環境監査の指針－環境マネジメントシステムの監査手順
環境監査の指針－環境監査員のための資格基準
品質および環境監査の指針
サイトアセスメント

９６．１０．１発行
９６．１０．１発行
９６．１０．１発行
００．４．１５～８．１０投票
００．４．２７～９．２７投票

ＳＣ３ ＩＳ １４０２０
ＩＳ １４０２１

ＩＳ １４０２４
ＴＲ１４０２５

環境ラベルおよび宣言の一般原則
環境ラベルおよび宣言－自己宣言による環境主張

－用語と定義－シンボル、試験検証方法
環境ラベル－第三者認証による原則と実施方法
環境ラベル－タイプⅢ（環境情報表示）

００．９．２８発行
９９．９．１５発行

９９．４．１発行
００．３．１５発行

ＳＣ４ ＩＳ １４０３１
ＴＲ１４０３２

環境パフォーマンス評価
環境パフォーマンス事例集

９９．１１．１５発行
９９．１１．１５発行

ＳＣ５ ＩＳ １４０４０
ＩＳ １４０４１
ＴＲ１４０４９
ＩＳ １４０４２
ＩＳ １４０４３
ＣＤ１４０４８

ＮＰＴＲ１４０４７

ライフサイクルアセスメント－一般原則
ライフサイクルアセスメント－インベントリ分析；一般
ライフサイクルアセスメント－インベントリ分析；特定
ライフサイクルアセスメント－影響評価
ライフサイクルアセスメント－解釈
ライフサイクルアセスメント－インベントリ分析：デー
タフォーマット
ライフサイクルアセスメント－影響評価事例集

９７．６．１５発行
９８．１０．１発行
００．３．１５発行
００．３．１発行
００．３．１発行
００．３．６～６．６コメント

英国から提案、採択

ＳＣ６ ＩＳ １４０５０
ＩＳ １４０５０／ＤＡＭ１

用語と定義
用語と定義（追補）

９８．５．１発行
９９．１２．３０～００．５．３０投票

ＷＧ１ ＩＳＯガイド６４ 製品規格の環境側面 ９７．３．５発行

ＷＧ２ ＴＲ１４０６１ 森林管理 ９８．１２．１５発行

ＷＧ３ ＮＰＴＲ １４０６２ 環境適合設計（ＤＦＥ） 仏・韓から提案、採択

注）規格番号の前の略号は以下のとおり。
ＩＳ；ＩｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌＳｔａｎｄａｒｄ，発行済み国際規格
ＦＤＩＳ；ＦｉｎａｌＤｒａｆｔｏｆＩｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌＳｔａｎｄａｒｄ，２ヶ月間の最終投票（ＹＥＳ／ＮＯのみ）中の国際規格案
ＤＩＳ；ＤｒａｆｔｏｆＩｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌＳｔａｎｄａｒｄ，５ヶ月間の投票（コメント提出可能）中の国際規格案
ＣＤ；ＣｏｍｍｉｔｔｅｅＤｒａｆｔ，分科会としての国際規格案
ＷＤ；ＷｏｒｋｉｎｇｇｒｏｕｐＤｒａｆｔ，作業原案
ＮＰ；Ｎｅｗｗｏｒｋｉｔｅｍｐｒｏｐｏｓａｌｓ，承認された新規作業項目
よって、ＩＳＯ規格の開発は、ＮＰ、ＷＤ、ＣＤ、ＤＩＳ、ＦＤＩＳ、ＩＳの６段階を経て進められる。

（Ｄ）ＴＲ；ＴｅｃｈｎｉｃａｌＲｅｐｏｒｔ，国際規格ではない技術報告書（案）
ＤＡＭ；ＤｒａｆｔＡｍｅｎｄｍｅｎｔ，修正票案または追補案

① 環境マネジメントシステム（ＳＣ１）

環境マネジメントシステムに関する２つの

規格、ＩＳＯ１４００１（環境マネジメントシステ

ム－仕様および利用の手引き）およびＩＳＯ

１４００４（原則、システムおよび支援技法の一

般指針）については、９６年９月１日に発行さ

れている（ＪＩＳ制定は同年１０月２０日）。

近年のＳＣ１においては、同規格とＩＳＯ

９００１との整合性向上のため、９０００シリーズの

改訂プロセスにあわせて１４００１側の改訂につ
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いて検討がなされてきた。２年前のサンフラ

ンシスコ総会の会合では、この改定作業を同

総会から開始しようとの提案が事務局から提

出されたが、米国、フランスなどから反対意

見が出され、９９年のソウル総会でも１４００１の

改訂の是非については結論が先送りにされた。

その後、事務局による各国へのレビュープ

ロセスを継続し、今回のストックホルム総会

において、以下の条件付きで改訂作業に入る

ことを決議したものである（賛成３６、反対０、

保留１）。

・改訂作業はＩＳＯ９０００シリーズとの両立性

と現存テキストの明確化という観点に限定

し、新たな要求事項はないものとする。

・各国からの改訂要求事項は、ソウルで合意

した基準に準拠して検討する。

早速、ＷＧ１において改訂作業にはいり、

３つのタスクグループが設置され、各国コメ

ントの検討に着手した。ＩＳＯ１４００１改訂版の

発行は、早ければ２００３年秋、ＣＤ段階（分科

会原案の作成）の検討が長期化すれば、２００４

年秋と予想される。

他方、既に９９年のソウル総会にて作業開始

の決議が行われた１４００４の改訂については、

９９年１月のワシントンでのＷＧで決定した６

つの優先審議事項（①局面、影響、重要性②

汚染の防御③目的と目標④外部とのコミュニ

ケーション⑤法的要求⑥継続的改良）に沿っ

て、５つのドラフティンググループを設置し、

具体的に改訂作業を行った。また、次回ＷＧ

に向けてさらに２つのドラフティンググルー

プと、全体の整合性を確認を行うグループの

設置を決めた。ＩＳＯ１４００４改訂版の発行は

２００３年秋の計画であったが、１４００１との整合

性確保のため、ＩＳＯ１４００１の改訂と同時期と

なる。

② 環境監査（ＳＣ２）

環境監査に関する３つの国際規格（ＩＳＯ

１４０１０（環境監査の一般指針）、ＩＳＯ１４０１１

（環境マネジメントシステムの監査手順）、

ＩＳＯ１４０１２（環境監査員のための資格基準））

については、環境マネジメントシステム規格

に続いて、９６年１０月１日に発行されている

（ＪＩＳは同年１０月２日制定）。

前回ソウル総会でサイトアセスメントに関

するＣＤ１４０１５．１へのコメントを検討し、

１４０１５．２を策定したが、これは既にＤＩＳ段階

（国際規格原案の作成）に進み、２００１年の発

行を目指すこととなっている。他方、ＳＣ２

における現在の最大の懸案事項であるＩＳＯ

１００１１（品質システム監査）との統合につい

ては、前回ソウル総会で合同ＷＧが統合規格

であるＷＤ１９０１１を策定した。その後、９９年

９月にサンフランシスコ、２０００年３月にはベ

ルリンにて同ＷＧが開催され、ＣＤ．２が作成

されており、２００１年第３四半期には発行の予

定である。なお、ＣＡＳＣＯ（ＩＳＯ適合性評価

委員会；適合性評価に関し、ＩＳＯ・ＩＳＥガイ

ド等の作成を担当）が規格づくりまで行って

いるのは活動範囲の逸脱とする意見もあった。

ＳＣ２は作業が一段落した状況にある。

③ 環境ラベル（ＳＣ３）

ＳＣ３においては、環境ラベルおよび宣言

に関する規格の制定を行ってきた。具体的に

取り扱う規格は、以下の通りである。

ａ．ＩＳＯ１４０２０「環境ラベルおよび宣言の一

般原則」

ＩＳＯ１４０２０は、環境ラベルと宣言にかかわ

る一般原則を規定し、 タイプＩ（第三者認

証機関による環境ラベル）、タイプＩＩ（企業

などが自ら行う環境宣言）およびタイプＩＩＩ

（特定の環境要素についての数量表示）の規

格の基礎となる総則的規格である。ただし、

これらの規格は、トイレットペーパー、洗濯

機など個々の環境ラベル製品グループの要求

事項を規定しようとするものではなく、環境

ラベル制度自体が遵守すべき原則を規定して

いる。
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ｂ．ＩＳＯ１４０２４「環境ラベルおよび宣言－環

境ラベルタイプＩ－一般原則と手続」

ＩＳＯ１４０２４は、タイプＩつまり第三者認証

の環境ラベル実施者に対するガイドラインを

定めるものであり、制度の信頼性、透明性、

アクセスの容易さなどを確保するとともに、

製品グループの選択、クライテリアの設定お

よび認証の手順に関する配慮すべき要件など

を規定している。

タイプＩ、タイプＩＩの環境ラベル規格は既

に発行されており、ＷＧ１とＷＧ２は解散し

た。ＳＣ３の審議はタイプＩＩＩに移行している。

ｃ．ＩＳＯ１４０２５「環境ラベルタイプＩＩＩ－環境

情報表示の一般原則」

タイプＩＩＩの規格は、既に発行されたタイ

プＩ．ＩＩと異なり、技術報告書（ＴＲ）１４０２５

という段階にある。タイプＩＩＩの扱いについ

ては、規格化の審議を進めようとする国と、

ラベルの経験がない現状では規格作成は時機

尚早であり、技術報告書（ＴＲ）を作成して

経験をつむべきとする国（日本含む）との間

で議論があり、結局、技術報告書（ＴＲ）と

して作業を開始することを決議した経緯があ

る。本ＳＣ開催前には、ａ．ＩＳＯ化、ｂ．ＴＲ撤

回、ｃ．さらに３年間のＴＲ据え置き、ｄ．次

回クアラルンプール総会まで棚上げという案

が事務局より示されていた。そして審議の結

果、「タイプＩＩＩラベルに対する認識の水準を

今後１年間で向上させること」を前提に、ｄ．

が採用され、棚上げして１年後審議されるこ

ととなった。

また、タイプＩＩＩを実施している国（カナ

ダ、ノルウェー、スウェーデン、日本）およ

び準備状況にある国（デンマーク、韓国、米

国、ドイツ、英国）からの、それぞれの状況

について報告を行うワークショップが９９年に

続き開催された。制度、実績に着目すれば、

本分野ではスウェーデンと日本が抜きんでて

いるといえよう。

④ 環境パフォーマンス評価（ＳＣ４）

組織の環境行動、実績などの環境パフォー

マンスに対し、定性的・定量的パラメータを

用いて評価を行うための手法に関する規格が

ＩＳＯ１４０３１（環境パフォーマンス評価）であ

る。同規格については、既にＦＤＩＳ投票が行

われ、当初予定通り９９年１１月に規格が発行さ

れた。さらに、９９年５月に承認されたＩＳＯ

１４０３１の実施例を集めたＴＲ１４０３２も同じく９９

年１１月に発行された。これをもって、ＷＧ１

（本文）、ＷＧ２（付属書）、ＷＧ３（ＴＲ

１４０３２）は前回会合で解散した。

今次会合においては、スウェーデン提案に

よる環境報告書の規格化について議論が行わ

れたが、本ＳＣとしてはコンセンサスが得ら

れず、スウェーデンは今後３ヶ月をかけて各

国からの意見を集約し、これをもとにＳＣレ

ベルではなく、ＴＣ２０７本体に規格化の提案を

行うこととした。

環境報告書に関するラウンドテーブルが開

催され、ＮＧＯの環境報告書に関する活動、

企業の環境報告書のほか、ドイツ、インドネ

シア、ジャマイカ、米国、日本から各国の状

況が報告された。

また、前回に引き続き各国の環境パフォー

マンス評価の事例に関する報告のワーク

ショップが開催され、ベルギー、ドイツ、ノ

ルウェー、日本や個別企業などからの発表が

あった。

⑤ ライフサイクルアセスメント（ＳＣ５）

ライフサイクルアセスメントに関する規格

は、既にＩＳＯ１４０４０（ライフサイクルアセスメ

ント－一般原則）、ＩＳＯ１４０４１（ライフサイク

ルアセスメント－インベントリ分析（一般））、

ＩＳＯ１４０４９（ライフサイクルアセスメント－

ＩＳＯ１４０４１の技術解説文書：インベントリ分

析（特定）：評価を除いた製品のライフサイク

ル分析）、ＩＳＯ１４０４２（ライフサイクルアセス

メント－影響評価）、ＩＳＯ１４０４３（ライフサイ
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クルアセスメント－解釈）については前回ま

でに議論が終了し、２０００年３月にはすべて発

行が完了している（ＩＳＯ１４０４９のみＴＲ）。

今次総会で議論されたのは、ＩＳＯ１４０４８

（ライフサイクルアセスメント－インベント

リ分析：データフォーマット）とＩＳＯ１４０４７

（ライフサイクルアセスメント－影響評価事

例集）についてである。ＩＳＯ１４０４８について

は、規格とするかＴＲにとどめるかの議論が

行なわれ、現在の作業を続けながら次回総会

で結論を出すこととした。ＩＳＯ１４０４７につい

ては、２０００年９月までに事例を提出し、２００１

年２月までにＳＣ５内に配布、投票を行なう

予定である。

⑥ ＳＣ６（用語と定義）の動向

ＳＣ６においては、環境管理規格に関する

用語と定義の規格の審議を行っている。追補

のＩＳＯ１４０５０／ＤＡＭ１が投票にかけられてい

たが、これとＩＳＯ１４０５０を統合し、最終的な

ＦＤＩＳとして各国に配布するよう中央事務局

に提出した。

用語、定義およびカテゴリーについては、

アルファベット方式かコンセプト方式かで意

見が分かれ、検討が行われてきたものの決着

しないため、タスクグループを置いて検討の

進め方の討議が行われた。この結果、次回ク

アラルンプールにおいて、ＳＣ６のあり方に

ついて、ａ．各ＳＣの代表が出席しなければな

らない用語ワーキンググループを設置し、

ＳＣ６は解散、ｂ．各ＳＣにタスクを委譲し、

ＳＣ６は解散、ｃ．コンセンサスが得られるま

で議論を継続、ｄ．このまま活動を継続、の

４案について投票で決することとした。なお、

ＳＣ６議長、事務局および米国はａ．案を支持

しており、コンセンサスはえられているもの

と思われる。

⑦ 次回の開催

次回第９回総会の開催についてはマレーシ

アのクアラルンプールにて２００１年６月１０日か

ら行うこととなった。また、２００２年の第１０回

総会については、コロンビア、カータジェナ

で開催されることとなった。

（３）ＩＳＯ１４００１の認証の現況

ＩＳＯ事務局発表の最新時点（９９年１２月現

在）の「ＩＳＯ９０００およびＩＳＯ１４０００認証状況

調査」によれば、ＩＳＯ１４０００シリーズにおけ

る世界の認証件数ランキングで、日本は９７年、

９８年に引き続き世界一の３，０１５件に達し、９８

年より連続２位の英国（１，４９２件）を大きく

引き離している。日本の世界シェアも２割を

超えている。

ＩＳＯ認証件数が次いで多いのはドイツで、

以下スイス、オーストラリア、オランダ、デ

ンマーク、スウェーデン、フランスと欧州の

環境問題に敏感な国々が続いている。

日本はこの一年間の認証件数の伸びも

１，４７３件と、９８年の８２９件を超えて増大し、英

国の５７１件を抑えトップを維持している。英

国に次いで増加したのは、スウェーデンの

５４７件、スペイン４０９件、以下オーストラリア、

米国と続いている。アジアでは中国が１２８件

と倍以上に伸び、タイが１０３件と増加したの

が目立つ程度で、日本、欧米諸国に比べると

その伸びはわずかであり、日本を除くアジア

の世界シェアは９．５％にとどまっている。

世界全体では認証件数は９８年の７２ヵ国、

７，８８７件からさらに１２ヵ国も増加して８４ヵ国、

１４，１０６件と一万件の大台を超えた。この１年

間で約８０％の急速な増加となっており、世界

各国への浸透がうかがわれる。全体のうち５

割以上が依然として欧州諸国となっているが、

北米の比率も若干ながら増大した。

産業別では、電気機器および光学機器分野

がもっとも多いが、全体に占めるシェアは９８

年の３０％から低下し２０％となっている。次い

で化学・化学製品・繊維分野が１０％、機械分

野が６％と続いている。一方で、建設分野が
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図２ ＩＳＯ１４０００シリーズ認証－世界のトップ１０

６７％増加して全体の５％弱を占めるように

なっている。

日本がＩＳＯ１４０００シリーズの認証件数でこ

こ数年間続いて世界一となっているのは、企

業などの環境管理問題への取り組みの熱心さ

を示したものである。一方で欧州も環境管理

に熱心であるが、特にドイツはＥＭＡＳの取

得を先行させており、後述の通りドイツの

ＥＭＡＳ登録件数は２０００年５月段階で既に

２，０６０件に達している。このため、環境管理

の認証についてはドイツの件数が世界一とも

いえるが、日本との差はほとんどなくなって

いる。

（１）ＥＭＡＳとは

ＥＭＡＳ（Ｅｃｏ－ＭａｎａｇｅｍｅｎｔａｎｄＡｕｄｉｔ

Ｓｃｈｅｍｅ：環境管理監査制度）とは、９３年６

月２９日に開催された、ＥＵの閣僚理事会

（ｔｈｅＣｏｕｎｃｉｌｏｆＭｉｎｉｓｔｅｒｓ）で採択された

ＥＵ規則に基づく環境監査制度のことである。

この環境監査制度の根拠法令であるＥＭＡＳ

２．ＥＭＡＳ（Ｅｃｏ－ＭａｎａｇｅｍｅｎｔａｎｄＡｕｄｉｔ

Ｓｃｈｅｍｅ：環境管理監査制度）の動向

規 則 （Ｃｏｕｎｃｉｌ Ｒｅｇｕｌａｔｉｏｎ（ＥＥＣ）Ｎｏ

１８３６／９３ｏｆ２９Ｊｕｎｅ１９９３ａｌｌｏｗｉｎｇｖｏｌ‐

ｕｎｔａｒｙ ｐａｒｔｉｃｉｐａｔｉｏｎ ｂｙ ｃｏｍｐａｎｉｅｓｉｎ

ｔｈｅｉｎｄｕｓｔｒｉａｌｓｅｃｔｏｒｉｎａ Ｃｏｍｍｕｎｉｔｙ

ｅｃｏ－ｍａｎａｇｅｍｅｎｔａｎｄａｕｄｉｔｓｃｈｅｍｅ）は、

ＣＥマーキングなどの根拠となっている、

ＥＵ指令（ＣｏｕｎｃｉｌＤｉｒｅｃｔｉｖｅ）とは異なり、

ＥＵ規則として発布されているため、各加盟

国内において、規則そのものが拘束力を持っ

ており、ＥＵ域内および欧州経済領域

（ＥＥＡ）内において活動を行う企業に対し

て、整合性のとれた共通の環境監査制度を提

供することが可能となっている。ただし、こ

の制度への参加自体は任意であるため、各企

業は、自ら参加するか否かを決めることがで

きる。また、ＥＭＡＳの目的は、この制度に

参加する各事業所が自らの環境パフォーマン

スを評価し、これを改善させるとともに、一

般社会に対して適切な情報を提供することを

通じて、当該事業所の継続的な環境パフォー

マンスの向上を促進することにあるといえる。

ＥＭＡＳ規則自体は、２１の条文と五つの附属

書から構成されているが、ＩＳＯ１４００１などの
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他の管理システム規格とは異なり、附属書も

適合が要求される規定の一部（ｎｏｒｍａｔｉｖｅ

ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ）となっている。

前述のとおり、この制度への参加は、ＥＵ

域内およびＥＥＡにおいて活動を行う企業に

対して、開かれたものとなっているが、現在

までのところ、ＥＭＡＳ規則第１～３条にお

いて、何らかの生産活動を行う事業場を運営

する企業に対してのみ（ただし、ＥＭＡＳ規

則第１４条において製造業以外の、例えば流通

業やサービス業への試行規定がある。）参加

の機会が与えられている。

このＥＭＡＳ制度への参加のためには、各

企業は、具体的には、以下のような活動が求

められる。

ａ．環境に関連するすべての法律への適合は

もとより、環境パフォーマンスの継続的な

向上に対するコミットメントをその内容と

する「環境方針」を採択すること。

ｂ．事業場において、環境初期審査を実施す

ること。

ｃ．上記の「環境方針」および「環境初期審

査」をもとに「環境計画」および「環境マ

ネジメントシステム」を策定すること。

ｄ．環境監査を３年を超えない決められた周

期で実施し、この監査の結果を基に新たな

「環境目的」を設定すること。また、この目的

を果たすために「環境計画」を改訂すること。

ｅ．環境初期審査並びにその後定期的に行わ

れる環境監査の際には、「環境声明書」を

策定し公表すること。なお、一般に公表さ

れる「環境声明書」並びに認定環境検証人

による「環境声明書」の検証は、環境管理

監査制度の根幹をなすものであり、同声明

書には以下の項目を含む必要がある。

・事業所における業務内容

・すべての重大な環境問題の評価

・汚染物質の排出量、廃棄物の排出量、原材

料・エネルギー・水の消費量並びに騒音に

関する報告

・企業の「環境方針」、事業場の「環境計

画」および「環境マネジメントシステム」

の提示

・次回の声明までの期限

・認定環境検証人の氏名

ｆ．ＥＭＡＳ規則の要求事項に基づき認定さ

れた環境検証人から、その事業場がこの規

則のすべての要求事項を満たしていること

の検証を受けるとともに、「環境声明書」の

内容が適正であることの検証を受けること。

ＥＵ加盟国が指定する管轄機関が、上記の

検証を受けた「環境声明書」を受け付けた段

階で、事業所がすべての適切な環境に関する

法律への適合を含むＥＭＡＳ規則の要求事項

に合致することを示す登録（ＥＭＡＳ登録）

が行われる。

なお、ＥＭＡＳ登録が行われた事業場が所

属する企業は、各企業が欧州環境管理監査制

度に参加していることを示す声明およびロゴ

をＥＭＡＳ規則の附属書ＩＶに基づき、ＥＭＡＳ

制度への参加の広報活動やＥＭＡＳ制度への

参加の促進のために用いてもよいが、当該企

業の製品の宣伝のためや製品そのものまたは

製品の包装に使用してはならないこととなっ

ている。

（２）ＥＭＡＳ規則改正動向

現行のＥＭＡＳ規則の第２０条に、ＥＭＡＳ規

則の発効後５年以内に、欧州委員会（Ｅｕｒｏ‐

ｐｅａｎＣｏｍｍｉｓｓｉｏｎ）がそれまでの経験を基

に同規則を見直すことが規定されており、こ

れに基づき９８年１０月末に欧州委員会が採択し

たＥＭＡＳ規則の改正案が提案され、同年１２

月２２日付の欧州共同体官報（ＯｆｆｉｃｉａｌＪｏｕｒ‐

ｎａｌｏｆｔｈｅＥｕｒｏｐｅａｎＣｏｍｍｕｎｉｔｉｅｓ）にそ

の内容が掲載されている。

当該規則案については、欧州委員会の提案

に基づいて閣僚理事会が欧州議会と共同で決

定を下す、共同決定手続と呼ばれる手続きに
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より立法化が進められてきており、これまで

のところ２０００年７月に開催された欧州議会に

おいて、閣僚理事会が欧州議会の意見を採り

入れた改正案（２０００年２月２８日に閣僚理事会

で採択された「共同の立場（ＣｏｍｍｏｎＰｏ‐

ｓｉｔｉｏｎ）」）についての検討（第２読会）が行

われ、同改正案への修正提案が採択されたと

ころである。

今後、欧州議会からの修正提案が閣僚理事

会で採択されれば、同規則の改正が成立する

こととなるが、これが否決された場合には、

閣僚理事会の代表またはその代理およびそれ

と同数の欧州議会の代表からなる調停委員会

が構成され、共同原案の策定を行うこととな

る。調停委員会において共同原案が採択され

るためには、欧州議会側においては、多数決

によって、また閣僚理事会側においては特定

多数決によってこれが承認される必要がある。

その後、閣僚理事会および欧州議会で共同原

案の審議が行われ、両機関がそれを承認すれ

ば、当該共同提案をもって同規則の改正が成

立することとなるが、いずれか一方において

承認されなかった場合には、同改定案は廃案

となる（図３参照）。

なお、現在、欧州議会で検討が行われている

改正案（２０００年２月２８日に閣僚理事会によっ

て採択された「共同の立場」）によれば、こ

のＥＭＡＳに登録されるためには以下のよう

な活動が求められている。

ａ．その活動、製品、およびサービスについ

て、附属書ＶＩに含まれる事項（環境側面）

について、附属書ＶＩＩに従って環境レビュー

を行い、その結果に鑑みて、附属書Ⅰに記

載されたすべての要求事項をカバーする環

境マネジメントシステムを実施しなければ

ならない。しかし、第９条の要求に従って

認知された認定をうけた環境マネジメント

システムを有する組織は、附属書ＶＩに定め

る環境側面の識別と評価のために必要な情

報がこの環境マネジメントシステムにより

提供される場合において、ＥＭＡＳへの移

行の際に環境レビューを行う必要はない。

ｂ．附属書ＩＩ（内部環境監査に関する要求事

項）に定める要求事項に応じた環境監査を

実施する、またはさせる。監査は、組織の

環境パフォーマンスの評価を目的に計画さ

れなければならない。

ｃ．附属書ＩＩＩ（環境声明書）の３．２項に従っ

た環境声明書を策定する。声明書では、環

境目的と環境目標に反するような、組織の

パフォーマンスに特に注意を払わなければ

ならない。

ｄ．附属書ＩＩＩの要求事項を確かに満たして

いることを確認するため、環境検証人から、

適切とあれば環境レビュー、管理システム、

監査手順、および環境声明書がこの規則の

関連要求事項に合致していることの検証を

受けるために検査を受けるとともに、環境

声明書の正当性についての承認を受けなけ

ればならない。

ｅ．有効と認められた環境声明書を、登録を

求める組織が所在する加盟国の管轄機関に

提出し、登録後にこれを公表しなければな

らない。

また、附属書ＩＩＩ（環境声明書）の３．２項に

おいて、同声明書には以下の項目を含む必要

があるとされている。

・組織における業務内容

・環境方針および環境マネジメントシステム

・すべての重大な環境影響を招く環境側面の

詳細および説明

・重大な環境影響に関連する環境目的および

環境目標の記述

・組織の環境目的に対する組織の環境パ

フォーマンスの要約

・環境パフォーマンスに関するその他のファ

クター

・認定環境検証人の氏名、認定番号、承認の

確認の日付
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図３ 共同決定手続きの概要

欧州委員会
提案策定

提案

欧州議会
（第１読会） 提案

意見

閣僚理事会
（第１読会）

議会意見あり 議会意見なし

（委員会提案に議会の修正意見を加え採択） 成立
（特定多数）

不成立 成立
（特定多数）

（委員会提案を無修正で採択）

閣僚理事会
「共通の立場」の採択（特定多数）欧州委員会

共通の立場に対する
意見表明 「共通の立場」を議会に通知

欧州議会（第２読会）
「共通の立場」の通知以降３ヵ月以内

「共通の立場」を承認
または何も決定せず

「共通の立場」に修正提案
（総議員の絶対多数）

「共通の立場」を否決
（総議員の絶対多数）

成立
修正文書送付

廃案

欧州委員会

議会修正提案に対する意見

閣 僚 理 事 会（第２読会）
修正提案受理後３ヶ月以内

議会のすべての修正提案を承認 議会のすべての修正提案
を承認できない場合委員会が議会修正提案を支持 委員会が議会修正提案を不支持

（特定多数） （全会一致）

成立 成立 ６週間以内に調停委員会発足

調停委員会発足後６週間以内
共同原案承認

閣僚理事会側は特定多数決
議会側は多数決

共同原案の承認に失敗

廃案

閣僚理事会
共同原案承認後６週間以内
不承認 承 認

欧州議会
共同原案承認後６週間以内

不承認承 認

廃案 （特定多数） （投票数の
絶対多数）

廃案
成立
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（３）ＥＭＡＳに基づく登録企業などの動向

① 欧州各国におけるＥＭＡＳ登録事業所数

２０００年５月２日現在のＥＭＡＳ登録事業所

数および認定環境検証人数の一覧を表２に示

す。同日現在、欧州でＥＭＡＳ登録された事

業所の総数は２，８９１事業所で、最も登録事業

所の多い国が、ドイツで２，０６０事業所、次に

オーストリアの２２１事業所、スウェーデンの

１５６事業所、デンマークの１３７事業所、英国の

７３事業所がこれに続いている。約８ヵ月前の

９９年８月末のデータと比較してみると、当時

登録されていた事業所は２，５０４事業所であっ

たことから、この間に約１５％増加したことに

なる。

また、認定環境検証人の総数は３０２人で

あった。このうち、最も認定環境検証人の数

が多いのが、ドイツで２３３人、これに続くの

がオーストリアで１７人、英国の１０人、フラン

スの８人である。総認定環境検証人について

９９年９月初めのデータと比較してみると、当

時３０７名であったことから、この８ヵ月で５

名減少したことになる。

９９年８月末までの約１年間のＥＭＡＳ登録

事業所数の伸びは約４１％、同じく認定環境検

証人の伸びは約１０％であったことから、当該

制度の普及の速度はかなり減速してきている

ことがわかる。ただし、この傾向が当該制度

自体の普及によるものか、当該制度の改正を

ひかえ企業が制度への参加を見送っているた

めなのかは定かではなく、２００１年初めには行

れるとみられているＥＭＡＳ規則改正の後の

動向を見守る必要がある。

表２ 欧州各国におけるＥＭＡＳ登録事業所数および認定環境検証人一覧

欧州各国 ＥＭＡＳ登録事業所数
（２０００年５月２日）

認定環境検証人の数
（２０００年５月２日）

ドイツ ２，０６０ ２３３

オーストリア ２２１ １７

スウェーデン １５６ ６

デンマーク １３７ ４

英国 ７３ １０

ノルウェー ５９ ４

スペイン ５５ ４

フランス ３６ ８

フィンランド ２７ ２

オランダ ２５ ４

イタリア ２５ ３

ベルギー ９ ６

アイルランド ６ １

ギリシャ １ ０

ルクセンブルク １ ０

アイスランド ０ ０

リヒテンシュタイン ０ ０

ポルトガル ０ ０

合 計 ２，８９１ ３０２
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次に、過去８ヶ月間の欧州各国における登

録事業所数の推移をみると、登録事業所数第

１位のドイツ以下第９位のフィンランドまで

順位に変動はない。また、第１０位以降につい

ても、９９年８月末に１８事業所で１１位であった

イタリアが、今年は２５事業所となりオランダ

とともに１０位になった以外は変化がない。過

去２年間にわたり一定して登録事業所数を増

やしているのが、デンマーク、スペイン、イ

タリアの３ヵ国であり、いずれの国も毎年２５

％以上の伸びを示しているが、特にスペイン

は、９８年７月から９９年８月末までに４１．６％、

また、９９年８月末から２０００年５月にかけて

４８．６％増と大きく伸び続けており、第５位の

ノルウェーに４事業所の差に詰め寄っている。

一方、９８年７月から９９年８月末にかけて１１事

業所から２７事業所へと２倍以上に登録事業所

数を伸ばしたフィンランドにおいては、９９年

８月末から２０００年５月にかけては、まったく

その数をのばしていない（図４参照）。

次に欧州各国における認定環境検証人の推

移をみると、認定環境検証人の最も多いドイ

ツは別格として、第２位のオーストリア以外

は大きく順位が入れ替わっている。このこと

は、９９年８月末から２０００年５月にかけて、

オーストリア、フランス、ノルウェーの３ヵ

国において認定環境検証人の数が減ったこと

による。これらの３ヵ国のうちオーストリア

については、第３位の英国との間に大きな差

があることから順位を落とさなかったが、フ

ランスについては、３位から４位へ、また、ノ

ルウェーについても５位から７位に後退して

いる。認定環境検証人の増減した国の数をみ

てみると、９９年８月末から２０００年５月にかけ

て認定環境検証人の数が増えた国が３ヵ国、

減った国が同じく３ヵ国となっているが、認

定環境検証人の数が増加した国における増加

人数がそれぞれ１人しかないのに対して、減

少した国においてはオーストリアおよびフラ

ンスがそれぞれ３人減、ノルウェーが２人減

となったことにより、欧州全体の認定環境環

境検証人の総数が減少している（図５参照）。

図４ 欧州各国におけるＥＭＡＳ登録事務所の推移
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② 欧州各国における業種別ＥＭＡＳ登録件

数

２０００年５月２日までに欧州委員会に提出さ

れた業種別ＥＭＡＳ登録件数の一覧を表３に

示す。具体的なＥＭＡＳ参加企業の業種であ

るが、石炭や金属鉱石の採鉱から下水処理・

塵処理まで幅広い業種に渡っている。登録件

数の最も多い業種は、化学で３４６件、次に金

属製品の３３５件、次いでリサイクル・廃棄物

処理３０９件、以下、食品２８０件、機械２３０件、

ゴム・プラスチックの２２４件と続いている。

９９年８月末のデータと比較してみると、首位

の化学に変更はないが、９９年に第２位であっ

たリサイクル・廃棄物処理業種が第３位とな

り、第３位であった金属製品が第２位にそれ

ぞれ順位を上げている。しかし、スウェーデ

ンにおいて９９年までリサイクル・廃棄物処理

業種という分野で登録していた事業所が、

２０００年から新たに設けたリサイクルという分

野で登録されており、この数３４件をリサイク

ル・廃棄物処理業種に加えると同業種は第２

位となり、第１位から第４位まで９９年８月末

と同じ順位となる。これらの業種のこの間の

増加率を見てみると、伸び率が最も高かった

のが、金属製品の２５％（６８件）増、次いで機

械の２１％（４０件）増、リサイクル・廃棄物処

理業種（スウェーデンのリサイクル業種を含

む）の２０％（５７件）増の順となっている。９９

年８月末までの過去１年間の伸び率は第１位

がリサイクル・廃棄物処理業種で６１％増、第

２位が金属製品で４２％増であったことから、

ここからも勢いが鈍化していることがわかる。

なお、９９年８月末から２０００年５月までの全体

の伸び率は１７．３％となっている。

また、２０００年の調査では、建設、陸上輸送

およびパイプライン輸送、コンピュータ関連

業務、研究開発、その他の業務、その他の

サービス活動の５業種が新たにＥＭＡＳに参

加していることが判った。

図５ 欧州各国における認定環境検証人の推移
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表
３
欧
州
各
国
に
お
け
る
業
種
別
Ｅ
Ｍ
Ａ
Ｓ
登
録
件
数
の
現
状
（
２０００

年
５
月
２
日
）

国
名

業
種

オーストリア

ベルギー

デンマーク

ドイツ

フィンランド

フランス

ギリシャ

アイスランド

アイルランド

イタリア

リヒテンシュタイン

ルクセンブルク

オランダ

ノルウェー

ポルトガル

スペイン

スウェーデン

英国

合計

１
０
．
石
炭
・
褐
炭
の
採
炭

１
１

１
１
．
原
油
・
天
然
ガ
ス
生
産

３
１
５

１
８

１
３
．
金
属
鉱
石
の
採
鉱

１
１

１
４
．
そ
の
他
の
鉱
業

５
１
７

３
２
５

１
５
．
食
品

２
５

５
２
２
９

１
１

２
７

１
９

２
８
０

１
７
．
繊
維

４
１
２

４
８

１
２

１
１

４
３

１
２

７
９

１
８
．
衣
料

４
１

１
２

１
１

１
２
０

１
９
．
皮
お
よ
び
革
製
品

１
６

７

２
０
．
木
製
品

９
４

５
６

９
２

１
９

９
９

２
１
．
製
紙
・
パ
ル
プ

１
２

８
５
７

１
２

２
４

６
３

２
４

３
１
３
１

２
２
．
印
刷
出
版
・
レ
コ
ー
ド

６
２
０

１
０
０

１
３

１
５

４
１
４
０

２
３
．
コ
ー
ク
ス
・
石
油
精
製
製
品
原
子
燃
料
処
理

１
１
３

１
２

２
２

２
１

２
４
．
化
学

２
１

２
５

２
４
６

４
７

３
８

１
８

２
１
０

１
１

１
８

３
４
６

２
５
．
ゴ
ム
・
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

１
４

１
１
５

１
６
３

１
５

１
１

５
８

６
４

２
２
４

２
６
．
窯
業
・
土
石

１
５

２
５

６
５

２
３

２
６

５
１
０
５

２
７
．
鉄
鋼
・
非
鉄

１
３

７
６
５

２
１

４
４

５
１

１
０
２

２
８
．
金
属
製
品

３
０

１
１
１

２
６
８

２
１

１
７

３
７

４
３
３
５

２
９
．
機
械

８
６

１
９
４

２
１

２
３

２
１
１

１
２
３
０

３
０
．
事
務
機
器
・
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ

２
１
６

２
１

１
１

１
２
４

３
１
．
電
気
機
器

４
７

１
０
０

１
２

３
１
０

６
１
３
３

３
２
．
テ
レ
ビ
・
ラ
ジ
オ
・
通
信
機
器

１
１

１
４
４

７
３

４
２

７
２

３
３
．
精
密
機
械

２
２

５
３

１
１

５
９

３
４
．
自
動
車
お
よ
び
部
品

７
２

１
５
５

１
２

２
２

３
８

４
１
８
６

３
５
．
他
の
輸
送
機
器

１
６

１
３

２
０

３
６
．
そ
の
他
の
製
造
業

１
２

６
１
０
３

２
５

１
３

１
３
２

３
７
．
リ
サ
イ
ク
ル

２
１

３
４

３
７

４
０
．
電
気
・
ガ
ス
・
水
道

１
７

１
５
３

１
５

１
７

８
１
０
２

４
１
．
水
の
採
集
・
浄
化
・
供
給

３
３

４
５
．
建
設

１
１

５
１
．
卸
売
り
（
車
お
よ
び
オ
ー
ト
バ
イ
を
除
く
）

１
０

９
１
９

６
０
．
地
上
輸
送
お
よ
び
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
輸
送

１
１

７
２
．
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
関
連
業
務

１
１

７
３
．
研
究
開
発

１
１

７
４
．
そ
の
他
の
業
務

３
３

９
３
．
そ
の
他
の
サ
ー
ビ
ス
分
野

１
１

Ｘ
．
リ
サ
イ
ク
ル
・
廃
棄
物
処
理

２
３

１
４
０

２
３
４

１
１

２
３

４
３
０
９

合
計

２
５
０

９
１
５
７
２
，３
２
９

３
２

３
９

１
０

７
２
８

０
３

２
９

５
９

０
５
５

１
９
０

８
０
３
，２
６
８

事
業
所
数

２
２
１

９
１
３
７
２
，０
６
０

２
７

３
６

１
０

６
２
５

０
１

２
５

５
９

０
５
５

１
５
６

７
３
２
，８
９
１

９
９
年
８
月
末
の
事
業
所
数

１
８
５

９
１
０
８
１
，７
８
５

２
７

３
２

１
０

６
１
８

０
１

２
２

５
６

０
３
７

１
４
６

７
１
２
，５
０
４
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③ 日系企業のＥＭＡＳ登録件数

２０００年５月２日現在の日系企業の登録状況

をみると、企業名から判断するかぎりでは、

９９年８月末と大きく変化はないが、ＥＭＡＳ

登録事業所数の最も多いドイツ国内で４件増

え、１３件となった。表４に具体的な、企業名、

所在地、業種を示す。

④ ＩＳＯ１４００１認証との比較

前述のとおりＥＭＡＳは欧州地域における

環境監査制度であるのに対して、国際的には、

国際標準化機構（ＩＳＯ：ＩｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌＯｒ‐

ｇａｎｉｚａｔｉｏｎｆｏｒＳｔａｎｄａｒｄｉｚａｔｉｏｎ）の策定

した国際規格である、ＩＳＯ１４００１（環境マネ

ジメントシステム－仕様および利用の手引

き）に基づく認証制度が広く世界中で運用さ

れてきている。

９９年１２月に、ＩＳＯ事務局が行った調査によ

ると、ＩＳＯ１４００１に基づく認証総数１４，１０６件

のうち、４６％にあたる６，４３９件が欧州各国で

発行されており、国別にみると、ＥＭＡＳ登

録で５位の英国がトップで１，４９２件、ついで

ドイツが９６２件、これにスウェーデンの８５１件

が続いている（表５参照）。

表４ ＥＭＡＳ登録日系企業一覧

企 業 名 所 在 地 業 種

ドイツ（１３社）

１ ＣａｎｏｎＧｉｅｓｓｅｎＧｍｇＨ Ｇｕｉｓｓｅｎ 事務機器

２ ＫｏｎｉｃａＢｕｓｉｎｅｓｓＭａｃｈｉｎｅｓＥｕｒｏｐｅＧｍｂＨ Ｌｕｎｅｂｕｒｇ 事務機器

３ ＭａｔｓｕｓｈｉｔａＣｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎＤｅｕｔｓｃｈｌａｎｄＧｍｂＨ Ｎｅｕｍｕｎｓｔｅｒ テレビ・ラジオ・録音機器

４ ＭａｔｓｕｓｈｉｔａＢｕｓｉｎｅｓｓＭａｃｈｉｎｅ（Ｅｕｒｏｐｅ）ＧｍｂＨ Ｎｅｕｍｕｎｓｔｅｒ 事務機器・コンピュータ

５ ＭａｔｓｕｓｈｉｔａＥｌｅｃｔｒｏｎｉｋＣｏｍｐｏｎｅｎｔｓ（Ｅｕｒｏｐｅ）ＧｍｂＨ Ｌｕｎｅｂｕｒｇ 電球およびその他の電機部品

６ ＭｉｔｓｕｂｉｓｈｉＳｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒＥｕｒｏｐｅＧｍｂＨ Ａｌｓｄｏｒｆ 電気機器

７ ＳＡＮＹＯＩｎｄｕｓｔｒｉｅｓＤｅｕｔｓｃｌａｎｄＧｍｂＨ Ｎｏｒｄｌｉｎｇｅｎ テレビ・ラジオ・録音機器

８ Ｓｏｎｙ－ＷｅｇａＰｒｏｄｕｋｔｉｏｎｓＧｍｂＨ Ｆｅｉｌｂａｃｈ 機械・テレビ通信機

９ ＴｏｓｈｉｂａＥｕｒｏｐｅＧｍｂＨ Ｒｅｇｅｎｓｂｕｒｇ 事務機器・コンピュータ

１０ ＨｏｙａＬｅｎｓＤｅｕｔｓｃｈｌａｎｄＧｍｂＨ Ｍｕｅｌｌｈｅｉｍ 光学機器

１１ ＨｏｙａＬｅｎｓＤｅｕｔｓｃｈｌａｎｄＧｍｂＨ Ｍｏｎｃｈｅｎｇｌａｄｂａｃｈ 光学機器

１２ ＨｏｙａＬｅｎｓＤｅｕｔｃｈｌａｎｄＧｍｂＨ Ｈａｍｂｕｒｇ 光学機器

１３ ＦｕｊｉｔｓｕＳｉｅｍｅｎｓＣｏｍｐｕｔｅｒｓＧｍｂＨＥｎｔｅｒｐｒｉｓｅ Ｐａｄｅｒｂｏｍ リサイクル・廃棄物処理

スペイン（１社）

１４ ＳＨＡＲＰＥｌｅｃｔｒｏｎｉｃａＥｓｐａｎａ，ＳＡ Ｂａｒｃｅｌｏｎａ テレビ・ラジオ・録音機器

フランス（１社）

１５ ＣＡＮＯＮＢｒｅｔａｇｎｅＳＡ ＬｉｆｆｒｅＣｅｄｅｘ 事務機器・コンピュータ

アイルランド（１社）

１６ ＹａｍａｎｏｕｃｈｉＩｒｅｌａｎｄＣｏＬｔｄ Ｄｕｂｌｉｎ 製薬・医療化学

オランダ（１社）

１７ ＯｍｒｏｎＭａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇｏｆｔｈｅＮｅｔｈｅｒｌａｎｄｓＢＶ Ｈｅｒｔｏｇｅｎｂｏｓｃｈ 機械・電気機器・リサイクル

１７ＪＥＴＲＯ ユーロトレンド ２０００．１２



同様に、ＥＭＡＳ登録の行われた業種と

ＩＳＯ１４００１に基づく認証の行われた業種とを

比べてみると、ＥＭＡＳ登録では、登録件数

の多い順に、化学、リサイクル・廃棄物処理、

金属製品となっているのに対して、ＩＳＯ

１４００１認証においては電気・光学機器、化学、

機械、建築となっている。このことは、

ＥＭＡＳ登録件数の最も多いドイツ（全体の

約７１％）において、業種別では化学分野で最

も多くの登録が行われており、一方、ＩＳＯ

１４００１認証件数の最も多い日本（全体の約２１

％）において、電気・光学機器分野における

認証が最も多いことによる。

（４）ＥＭＡＳ規則の改正

① 改正の目的

（２）でも述べたとおり、ＥＭＡＳ規則は、

９３年７月１３日の発効以来５年が経過したこと

から、第１９条に基づき設置された委員会にお

いて、第２０条の規定に基づき改正の議論が行

われ、９８年１２月２２日付の欧州共同体官報でそ

の１次改正案が欧州委員会から公表されてい

る。これによると、今回の改正の目的は、以

下の５項目に集約できるといえる。

・地方自治体を含むすべての経済活動を行う

組織をその対象とすべくＥＭＡＳの適用範

囲を拡大すること

・環境マネジメントの分野における国際規格

（ＩＳＯ１４００１）をＥＭＡＳ規則によって要求

される環境マネジメントシステムとして統

合すること

・ＥＭＡＳに参加する組織がその参加をより

効率的に広報することを可能にするため、

目立ちやすく容易に判別できるＥＭＡＳロ

ゴを採択すること

・ＥＭＡＳの実施に関して従業員を参加させ

ること

・ＥＭＡＳ登録を行った組織とその利害関係

者および一般との間における環境パフォー

マンスの伝達にかかわる透明性をより一層

高めるために、環境声明書の役割をより強

化すること

② ＥＭＡＳ規則の主な改正点

２０００年２月にＥＵの閣僚理事会において採

択された、ＥＭＡＳ規則改正案「共同の立

場」における主な改正点の概要は次のとおり

である（現行のＥＭＡＳ規則とＥＭＡＳ改正案

「共同の立場」との対比表（参考）を参照）。

ａ．ＥＭＡＳ登録対象業種の拡大（第３条）

市場の動きをＥＭＡＳスキームに対して最

大限に利用するとともに、ＥＭＡＳ規則が重

大な環境影響をより多く包含するため、同規

表５ 欧州各国におけるＥＭＡＳ登録（２０００年５月）
およびＩＳＯ１４００１認証（９９年１２月）の比較

国 名 ＥＭＡＳ
登録件数

ＩＳＯ１４００１
認証件数

ドイツ ２，３２９ ９６２

オーストリア ２５０ １５６

スウェーデン １９０ ８５１

デンマーク １５７ ４３０

英国 ８０ １，４９２

ノルウェー ５９ １３３

スペイン ５５ ５７３

フランス ３９ ４６２

フィンランド ３２ ４７０

オランダ ２９ ４０３

イタリア ２８ ２４３

ベルギー ９ ７４

アイルランド ７ １１５

ポルトガル ０ ２８

ルクセンブルク ３ ６

ギリシャ １ ２０

アイスランド ０ ２

リヒテンシュタイン ０ １９

合計 ３，２６８ ６，４３９

参考）日本 － ３，０１５

米国 － ６３６

スイス － ５４３

韓国 － ３０９

中国／香港 － ２２２／５１
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則による登録対象を直接または間接的に環境

に影響を与えるすべての組織に開放すること

としている。これは、現行ＥＭＡＳ規則の第

１４条の規定に基づくパイロットスキームとし

て、製造業以外の業種への適用が広範にわた

り行われ、かつ、肯定的にこれが受け入れら

れるとともに、製造業以外の業種も環境に対

して大きな影響を与える業種が少なくなく、

また、これらの業種にも環境マネジメントシ

ステムが適応可能であるなどの理由による。

具体的には、改正案の第３条において

ＥＭＡＳに参加しうる対象が、何らかの生産

活動を行う「事業所」から基本的には、環境

パフォーマンスの向上を決定したすべての

「組織（ｏｒｇａｎｉｓａｔｉｏｎｓ）」へと広げられて

いる。また、この「組織」の定義については、

「法人か否か、公的か私的かを問わず、独立

の機能および管理体制を持つ、企業、会社、

事業所、公官庁もしくは協会、またはその一

部もしくはその結合体」と規定しており、実

質的に独立の機能および管理体制を持つもの

であればどんな組織でもその対象とすること

となっている。ただし、参加の単位について

は、第１４条の規定の手続きにより採択された

理事会のガイダンスを考慮し、検証人がこれ

を決定するが、複数の国にまたがることはで

きないこととなっている。

また、今回の改正案では、ＥＭＡＳ登録に

ついて現行の事業所単位の登録から、組織へ

の登録と変更されているため、組織全体が登

録を受けたとの誤解を一般に与えないように、

どの部分について登録が行われたかについて

環境声明書中で明確にすることとしている。

ｂ．ＥＭＡＳ要求事項へのＩＳＯ１４０００の取り込

み（附属書Ｉ）

ＥＭＡＳスキームへの参加を検討している

者に対して、ＩＳＯ１４００１の認証からＥＭＡＳ登

録への移行に当たっては、環境マネジメント

システムに関する重複はなく、これに関して

新たな作業を行う必要がないとの明確なメッ

セージを伝えるため、ＥＭＡＳの環境マネジ

メントシステム要求のなかにＩＳＯ１４００１の要

求事項を含むこととした。具体的には、

ＥＭＡＳ登録を行う組織が実施する環境マネ

ジメントシステムについては、改正案の附属

書Ｉにおいて「環境マネジメントシステムは、

環境マネジメントシステムに関する欧州規格

ＥＮ／ＩＳＯ１４００１：１９９６の４章に基づき実施し

ていなければならない」と記述されている

（なお、ＣＥＮ（欧州標準化機関）との間で同欧

州規格の使用にかかる契約が締結されれば、

表６ ＥＭＡＳとＩＳＯ１４００１との比較

ＩＳＯ１４００１ ＥＭＡＳ

適用範囲 組織（ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ） 組織（ｏｒｇａｎｉｓｚａｔｉｏｎ）

継続的改善 暗示的 明示的

環境初期審査 規定なし 規定有り

環境に関する情報の公表 環境方針だけ
環境声明書
（環境方針、環境影響、環
境パフォーマンス）

環境声明書の検証 規定なし 要求

監査の頻度 規定なし 規定あり

ロゴ なし あり

出所）ＥｕｒｏｐｅａｎＰａｒｔｎｅｒｓｆｏｒｔｈｅＥｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔＲｅｐｏｒｔ（１９９６．２），ＥＭＡＳｎｅｗｓｂｙＵＫ
ＤＯＥ（Ｎｏ．２）を加工して利用。
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同規格の当該部分（第４章）がそのまま記述

されることを注として併せて記述してある）。

また、現行のＥＭＡＳ規則と９６年に制定さ

れた、ＩＳＯ１４００１－１９９６との間の主要な相違

点の１つである、ＥＭＡＳ規則に規定する環

境レビューについては、環境管理監査制度に

関する欧州規格または国際規格に基づく認証

を取得している「組織」は、これを行う必要

はないことが、改正案第３条１項に規定され

ている。この対象となる具体的な規格や審査

を行う認証機関に対する認定の欧州委員会の

認知については、第１９条に基づく委員会に代

わるものとして、ＥＭＡＳ規則改正案の第１４

条に基づき設置される委員会での検討を経て

これが行われることとなっている。

ＥＭＡＳ改正規則案とＩＳＯ１４００１の主な相違

点を表６に示しておく。

ｃ．認定環境検証人の監督の強化（附属書Ｖ）

現行のＥＭＡＳ規則においては、認定環境

検証人が認定条件を満足しているかを確認す

るとともに、同環境検証人による検証業務が

適切に行われるかについての確認を、少なく

とも３６ヵ月に１回行うための規定を認定機関

が整備することとしているが、今回の改正案

ではこれを少なくとも２４ヵ月に１回行うこと

を求めている。

ｄ．直接および間接環境側面の区別（附属書ＶＩ）

今回の改正案においては、直接環境側面と

間接環境側面とが明確に区別されることと

なっている。すなわち、間接環境側面につい

ては、当該組織が管理できないかまたは組織

の手の届かないところで起こるものと定義さ

れており、これには、ライフサイクルアセス

メントのような、製品に付随する問題や資本

投資、保険業務に関する問題が含まれている。

改正案の附属書ＶＩの６．３項には、環境側面に

ついて、「環境側面の場合、組織はそこから

被る影響の度合い、およびそうした影響を縮

小するためにとるべき手段について考慮しな

ければならない」と規定されている。

ｅ．従業員の参画（第１条）

ＥＭＡＳの実施およびその課程において従

業員を参画させることはＥＭＡＳの哲学であ

るが、今回の改正において初めて、ＥＭＡＳ

規則のなかで具体的にＥＭＡＳに参加する組

織がその従業員をＥＭＡＳに参画させるため

の要求事項が新たに追加されている。

ｆ．ロゴの使用制限の緩和（第８条および附

属書ＩＩＩ）

組織のＥＭＡＳへの参加を奨励するととも

に、ＥＭＡＳに参加する組織に対してＥＭＡＳ

に参加していることを対外的により容易に知

らせる手段として、わかりやすいロゴを採用

した。

今回のＥＭＡＳ規則改正案においても現行

の規則と同様に、製品そのものや包装、その

他の製品、活動およびサービスとの比較を

行った宣伝文句と関連してこれを用いてはな

らないこととなっているものの、組織は、環

境マネジメントシステムによってもたらされ

た情報について、環境検証人から、情報の内

容が正確であり、誤解を招くおそれがないな

どの承認を受けた場合、当該ロゴが使用でき

るほか、承認を受けた環境声明書やＥＭＡＳ

登録を行った組織のレターヘッドやこれらの

組織によるＥＭＡＳへの参加の宣伝材料の中

でもロゴを用いることができることとなって

いる。

ｇ．中小企業の参加の促進（第１１条）

今回のＥＭＡＳ規則改正案の中では、加盟

国から中小企業に対してＥＭＡＳへの参加の

支援が義務づけられることとなった。

具体的には、加盟国に対して、ＥＭＡＳに

関連する情報や既存の支援基金などへのアク

セスを可能にするとともに、技術援助施策を
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策定しまたは促進することを通じて、

ＥＭＡＳへの参加を促進するとともに、特に

中小企業の参加をより確かなものとするため

のニーズを考慮しなければならないと規定さ

れている。

また、欧州委員会に対しても、欧州共同体

のその他の機関や国家レベルの権力機関とと

もに、調達政策の基準を設定する際に

ＥＭＡＳ登録について考慮することができる

かについて検討することとなっている。

ｈ．欧州におけるＥＭＡＳ規則運用上の一貫

性の確保（第４条および第５条）

各加盟国における認定機関が、環境検証人

の認定の際に実際に適用する基準、条件およ

び手順と、附属書Ｖに規定されている要求事

項との間の不一致をさけるため、認定機関間

のフォーラムの設置やＥＭＡＳに参加する組

織の登録の一時停止や登録の抹消を含む

ＥＭＡＳ登録手続きの一貫性を確保するため

の会議を１年に１回開催することについて新

たに規定する。

③ ＥＭＡＳ規則改正に伴う経過措置

現行のＥＭＡＳ規則から改正ＥＭＡＳ規則へ

の移行にかかわる、認定環境検証人、登録事

業所などの取扱いについては、ＥＭＡＳ規則

改正案の第１７条において次のように規定され

ている。

現行のＥＭＡＳ規則にもとづき認定を受け

た環境検証人については、改正ＥＭＡＳ規則

のもとでも引き続きその業務を行うことがで

きるが、現行のＥＭＡＳ規則のもとでＥＭＡＳ

登録を行った事業所については、次回の検証

の際から新ＥＭＡＳ規則の要求事項が適用さ

れる。ただし、当該改正規則発効後、６ヵ月

以内にこれを実施することとなっている事業

所については、次回の検証を最高６ヵ月まで

延長することができることとなっている。

また、各国における環境検証人の認定シス

テムおよび管轄機関については、改正規則発

効後もその業務を引き続き行うことにつき、

当該改正規則の発効後１２ヵ月以内に完全に実

施できる状態にあることを確実にしなければ

ならないこととなっている。

④ ＥＭＡＳ規則改正案の逐条別規定内容

ＥＭＡＳ規則改正案の逐条別規定内容は次

のとおりである。

第１条：環境管理監査制度とその目的

マネジメントおよび組織の環境パフォー

マンスの評価および向上を目的とする、組

織による任意の参加を可能とするスキーム

（以下、ＥＭＡＳという）の設立を規定。

ＥＭＡＳ登録の単位は、組織とすることを

規定するとともに、ＥＭＡＳ登録の対象分

野を鉱工業から環境に影響を与えるすべて

の活動を対象とすることを規定。

また、ＥＭＡＳの目的については、以下

の４項目を通じた組織の環境パフォーマン

スの継続的な向上であることと規定。

１）環境マネジメントシステムの設立およ

び実施

２）この環境マネジメントシステムのパ

フォーマンスの体系的、客観的かつ定期

的な評価

３）一般および利害関係者への環境パ

フォーマンスの情報の提供

４）従業員の参画

第２条：定義

ＥＭＡＳで用いられる用語の定義について

規定。主な用語とその定義は、以下のとおり。

環境方針（ＥｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌＰｏｌｉｃｙ）：環

境に関するすべての法規の要求事項の遵守

を含めた組織の環境活動の目的と原則の全

般、および環境パフォーマンスの継続的向

上の公約を意味する。環境方針は、「環境

目的」と「環境目標」を設置し、再検討す
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るための枠組みを提供するものである。

環境パフォーマンス（Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌ

Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ）：組織の「環境側面」の

管理の成果を意味する。

環 境 レ ビ ュ ー （Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌ Ｒｅ‐

ｖｉｅｗ）：組織の活動に関連した環境問題、

環境への影響、および環境パフォーマンス

の最初の包括的な分析を意味する。

環境側面（ＥｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌＡｓｐｅｃｔ）：

環境と相互に作用する可能性のある組織の

活動、製品、またはサービスの要素を意味

する（附属書ＶＩ）。重大な環境側面とは、

環境に重大な影響を及ぼす、または及ぼす

恐れのある環境側面のことである。

環境計画（ＥｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌＰｒｏｇｒａｍ）：

「環境目的」と「環境目標」に到達するた

めに取る、または検討する手段（責任と方

法）、および「環境目的」と「環境目標」

に到達すべき最終期限に関する詳細な記述

を意味する。

環境目的（ＥｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌＯｂｊｅｃｔ）：「環

境方針」から生じる全体的な環境ゴールを

意味し、組織が自ら達成するために設置す

るもので、可能であれば定量的に示される

もの。

環境目標（Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌｔａｒｇｅｔ）：組織

またはその一部に適用される、パフォーマ

ンスに係る詳細な要求事項のことであり、

可能であれば定量的に示される。これは

「環境目的」から生じるもので、「環境目

的」を達成するために設置し満足させる必

要がある。

環境マネジメントシステム（Ｅｎｖｉｒｏｎ‐

ｍｅｎｔａｌＭａｎａｇｅｍｅｎｔＳｙｓｔｅｍ）：「環

境方針」を策定、実施、達成、見直し、お

よび維持するための「組織」の構造、計画

立案活動、責任、実践、手続き、プロセス、

およびリソースを含む総合マネジメントシ

ステムの部分を意味する。

第３条：ＥＭＡＳへの参加

ＥＭＡＳへの登録手続きおよびその更新手

続きについて規定。

第４条：認定システム

検証人や検証人の監督に関する要求事項に

ついて規定。環境検証人に関するすべての

問題について、加盟国間で同等に扱われる

ことを保証するための実際的な手法として、

認定機関間のフォーラムの設置を規定。

第５条：管轄機関

ＥＭＡＳ登録にかかわる管轄機関の役割お

よび加盟国間でのＥＭＡＳ登録の一貫性を

確保するための枠組みの中での管轄機関の

役割について規定。

この目的を果たすための実際的な手法とし

て年に１回管轄機関間の会議を開催するこ

とを規定。

第６条：組織の登録

登録の申し込みに対する管轄機関の対処方

法並びにＥＭＡＳ登録の拒否、一時停止、

登録抹消について規定。

第７条：登録組織および環境検証人のリスト

加盟国から欧州委員会に対する組織の登録

および環境検証人の認定状況に関する報告

の周期等について規定。

第８条：ロゴ

一般大衆およびその他の利害関係者に対し

てＥＭＡＳへの参加を知らせるために

ＥＭＡＳ登録組織によって用いられるロゴ

について規定。

第９条：欧州規格および国際規格との関係

ＥＭＡＳが環境分野における欧州または国

際規格の最新の開発状況を包含するととも

に、これらの標準化機関による今後の規格
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開発にも対処できるように規定。加えて組

織がこの条項に基づき登録申請を行う際の

条件について規定。

第１０条：欧州共同体の中のその他の環境規制

法との関係

ＥＭＡＳ規則自体が、他の欧州共同体の法

律等における権利を毀損しないこと、他の

環境規制法の実施の際におけるＥＭＡＳ登

録の活用について規定。

第１１条：特に中小企業を対象とした組織の参

画の促進

加盟国によって各企業に対してＥＭＡＳへ

の参加が適切に奨励されるよう、特に中小

企業に対して行われる支援等について規定。

第１２条：情報

一般へのＥＭＡＳに関する奨励の重要性を

強調するとともに、これらに関する加盟国

と欧州委員会の役割について規定。

第１３条：違反

ＥＭＡＳ規則の規定の違反に対する加盟国

の手続きについて規定。

第１４条：委員会

欧州委員会のＥＭＡＳ規則の管理に対する

責任について規定。

第１５条：修正

ＥＭＡＳ規則の次回改正時期について規定

するとともに、次回改正の際には今回の改

正ＥＭＡＳ規則の運用により得られた知見

を考慮することを規定。

第１６条：経費および料金

ＥＭＡＳ規則の適用にかかわる経費と料金

について規定。

第１７条：Ｎｏ１８３６／９３（ＥＥＣ）規則の撤回

９３年に採択されたＥＭＡＳ規則から改正

ＥＭＡＳ規則への移行措置について規定。

第１８条：施行

この規則の効力の発生時期について規定。

附属書Ｉ

Ａ：ＥＮ／ＩＳＯ１４００１をＥＭＡＳの環境マネジメ

ントシステムの要求事項として使用する

ことを規定。

Ｂ：ＥＭＡＳ実施組織がＥＭＡＳ登録を行う際

に、充足すべき付加的な要求事項につい

て規定。

附属書ＩＩ：内部環境監査に関する要求事項

内部監査にかかわる一般要求事項、監査計

画の立案、実施について規定。

附属書ＩＩＩ：環境声明書

ＥＭＡＳへの参加組織が公表すべき情報の

目標とすることができるよう環境声明書に

盛り込む情報についての最低要求事項、情

報の公表等について規定。

附属書ＩＶ：ロゴ

ロゴの特性について規定。

附属書Ｖ：環境検証人の認定、監督および役

割

新たな分野への拡大を考慮するとともに環

境検証人の活動の信用を高めるため、環境

検証人の認定にかかわる要求事項、認定範

囲および環境検証人の監督について規定。

附属書ＶＩ：環境側面

ＥＭＡＳ登録の対象が特に鉱工業分野から

他の分野へ拡大されるのに伴い、組織を支

援するため環境側面の明確化および評価に

関する情報を提供。
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附属書ＶＩＩ：環境レビュー

環境レビューの実施にかかわる条件、環境

レビューがカバーすべきエリア等について

規定。

附属書ＶＩＩＩ：登録情報（最小限の要求事項）

メンバー国間での比較を目的に整合性のと

れた情報を収集するため、ＥＭＡＳ登録の

際に組織から提供されるべき情報を標準化。

（橋本正洋、角野慎治、モランド）

参考
現行のＥＭＡＳ規則（Ｎ°１８３６／９３ｏｆＪｕｎｅ１９９３）とＥＭＡＳ改正案「共同の立場」
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